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1. はじめに 

脱炭素社会実現に向け,CO2 排出量の削減に向けた取り組みが必要で

ある。日本国内 CO2排出量の約 40%を占めるエネルギー転換部門で発
電所・石油精製工場等から発生する CO2の削減が求められ，さらに産

業活動に伴い生じる産業副産物の有効活用は重要な課題である。著者

らは遊離 Ca を含む産業副産物による CO2 固定化の研究を行い,工場か
ら排出される CO2 と産業副産物を反応させる CO2 固定化用プラント

(図1)を提案している。副産物中の含有水分に遊離しているCa2+と,CO2

と試料の接触によって含有水分に溶出した CO32-が炭酸化反応により

CaCO3が生成される。上記の反応で CO₂が試料に固定化すると考えら
れる。本論文は副産物の CO₂固定化の反応速度と含水比の影響に関す

る実験的評価を目的として,焼却炉由来の煤塵に対して各目標含水比

に調整し,一定流量通気型 CO2 固定化試験を実施した。反応収束時間までの CO2 固定化量を示す最大反応速度,及びその

時の含水比(以降,最大反応速度含水比と記述)を実験的に導出し,さらに経過時間ごとの累積 CO2 固定化量を図示すること

で一定時間あたりの CO2固定化量を示す反応速度を経過時間毎に各含水比で比較した。 
2. 使用した試料と一定流量通気型 CO2固定化試験の概要 

本研究では,焼却炉由来の煤塵の一種である煤塵 FC を試料として用いた。本資

料は食品の包装袋等で発生するセルロース,ポロプロピレン,ポリエチレンといっ

た端剤,及び有機汚泥,無機汚泥といった排水処理汚泥等を焼却炉にて RPF を固定

燃料として焼却した際に発生する煤塵である。表 1 は煤塵 BBF の基本的性質であ
る。Ca2+溶出量は環境庁告示第 46号溶出試験により溶液を作製し,イオンクロマト
グラフィーによってイオン濃度を測定した。 
一定流量通気型 CO2 固定化試験(以降,カラム試験と記述)は,円筒カラムに充填し

た試料に対して実験室内の空気(CO2濃度: 約 400~1000(µL/L))を一定流
量で通気し,試料への CO2固定化量を定量評価する試験である。図 2 は
試験装置の概略図である。試料が CO2を固定化する場合,カラム通気前

の CO2 濃度:Cin(µL/L)に対してカラム通気後の CO2 濃度:Cout(µL/L)が低
下する。その際の CO2 濃度差を,送風空気を理想気体とみなすことで

CO2質量差に変換し,試料の CO2固定化量とみなす。本試験で使用した

CO2 測定器の測定範囲は 0~5000(µL/L)であり,測定精度は 30(µL/L)±読
み値の 5%である。本試験は CO2 濃度を 1 分間隔で測定し,毎分ごとの
CO2 固定化量を算出,及びその積分値を試料が試験中に固定化した CO2

固定化量とする。以下に固定化量算出に用いた式(1)を示す。 
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M：試料の CO₂固定化量 (g- CO2), Vin:：空気流量(L/min), T：理想気
体の温度(K), P：理想気体の圧力(Pa), Tt：時刻 tにおける温度(K), Pt：時刻 tにおける圧力 (Pa),  MCO2：CO2の分子量(=44 
g/mol), V: 気体 1 mol あたり体積 V(=22.4(L/mol))としている。本論文では M を乾燥質量で割った乾燥質量あたりの CO₂
固定化量により試料の CO₂固定化性能を評価して

いる。 
3. 最大反応速度含水比の実験的導出 

煤塵FCを各目標含水比に調整し,カラム試験を行
うことで最大反応速度含水比を実験的に導出し

た。表 2 は試験条件である。試験条件の水蒸気飽

和は送風空気をカラム通気前に水へ吹き込み,送風

空気を水蒸気で飽和させるという条件である。水蒸気飽和空気を送風することで通気による試料の乾燥を防ぐことがで

きる。供試体寸法はカラムに充填する試料の寸法を示す。試料はカラムの約 10(cm)上方から一定距離で試料を自由落下

させながら充填した。 

 
図 1 CO₂固定化用プラントの概要 

表 1 煤塵 FC の基本的性質 
土粒子の密度 (g/cm3) 2.61 
試料入手時含水比 (%] 1.37 

Ca 含有量 (%] 27.3 
Ca2+溶出量 (mg/L) 1988 

pH 12.52 
 

 

図 2-1 一定流量通気型 CO₂固定化試験の概

要 

表 2 カラム試験の試験条件 
目標含水比 

(%) 
送風空気 

空気流量 
(L/min) 

供試体寸法 
(mm) 

試料入手時含水比, 
20,30,40,50,60 

水蒸気飽和 0.5 
75(直径) 
20(高さ) 
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図 3 は通気前 CO2濃度: Cinと通気後 CO₂濃度: Coutの比である Cout/Cin

の経過時間推移である。各含水比における濃度比推移において試験開始

時に試料が CO2を固定化するため,Coutが Cinを下回り Cout/Cinが 0 に近い
値となっていることが分かる。試験時間が経過するにつれて Cout と Cin

が同一濃度へと近づき,Cout/Cinが 1に収束することが確認できる。Cout/Cin

が 1に収束以降は試料のCO2固定化反応が終了したと考え,試験を終了さ
せた。 
表 3 は試験結果である。表 3 より目標含水比 60%を除く各含水比にお

いて,乾燥質量あたり CO2 固定化量は約 0.173[g-CO₂/g-ms]付近に分布し
ていることが分かる。相対的に低含水比の場合は,試験経過に伴い通気

による試料の乾燥が早期に進むため,CO2固定化反応の不完全な箇所が存

在すると考えられる。しかし本試験では送風空気を水蒸気飽和条件で実

施したため,低含水比においても乾燥が進行せずに十分に水分が保持さ

れたことで乾燥質量あたりの CO2固定化量が各含水比で同一の値に分布

したと考えられる。一方,目標含水比60%での試験では0.120[g-CO₂/g-ms]
であり,固定化量が減少していた。含有水分がある一定値域を超えた場

合,試料の微細な間隙への空気の通気が含有水分によって阻まれ,CO2 固

定化反応の不完全な箇所が存在したことが要因として考えられる。図 4
は各含水比における反応速度の結果である。図 4 から含水比 30%におけ
る反応速度がピークの値として確認でき,煤塵 FC における最大反応速度

含水比が 30%であることが分かった。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

4. 各含水比における経過時間ごとの累積 CO2固定化量と反応速度 

図 5 は各含水比における経過時間ごとの累積の乾燥質量あたり CO2 固

定化量である。コンクリートの中性化深さは√t に比例する 1)。そこで図

5 では√t 法(√day)で図示した。図 5 より各含水比における累積 CO2固定

化量は√day の前半・及び後半では曲線関係となり,その中間では直線関

係が確認できた。1(√day)までは各含水比において累積 CO2 固定化量は

同等であるが,以降は最大反応速度含水比 30%が他含水比よりも常に累積

CO2 固定化量が最大であった。よって最大反応速度含水比は一定時間あ

たり CO2 固定化量を示す反応速度においても最大となることが分かっ

た。最大反応速度含水比においても反応収束付近である 0.16(g-CO2/g-ms)
から 0.17(g-CO2/g-ms)までに反応時間全体の半分を要する。よってプラン

トへの運用を考慮した際に試料を最大反応速度含水比に調整し,かつ累積

固定化量が最大固定化量の 9 割程度まで反応が進み次第試料を交換する方法が高効率な CO2固定化として期待される。 
5. 結論 

 各目標含水比でのカラム試験の結果より,煤塵 FC は CO2固定化用プラントにおいて効率的に CO2を固定化するための

含水比調整を行うことができ,プラントへの活用が見いだせた。さらに一定時間あたり CO2 固定化量を示す反応速度も最

大反応速度含水比が最大の反応速度を常に示すことが示唆された。√t 法で整理した際の累積乾燥質量あたり CO2 固定

化量が双曲線関数tanh 𝑥 のような対称性が見られたため,今後は実験データと双曲線関数の近似を試みる予定である。 
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図 3 各含水比の試験における 
CO2濃度推移 

図 4 各含水比における反応速度 
表 3 試験結果 

目標 
含水比 

[%] 

初期 
含水比 

[%] 

試験後 
含水比 

[%] 

相対 
湿度 
[%] 

CO₂ 
固定時間[hour] 

乾燥質量あたり 
CO₂固定化量 
[g-CO₂/g-ms] 

反応速度 
[ g-CO₂/ 

(g-ms・hour)] 
試料入手時含水比 1.368 52.71 91 435.9 0.176 39.51×10-5 

20 19.70 42.52 92 431.3 0.173 40.04×10-5 

30 27.63 29.52 91 343.1 0.174 50.73×10-5 

40 37.49 52.81 91 430.6 0.172 39.96×10-5 

50 51.79 42.09 90 445.2 0.173 38.96×10-5 

60 54.46 34.34 90 505.1 0.120 23.78×10-5 
 

 

図 5 各含水比における経過時間ごとの 

累積乾燥質量あたりの CO2固定化量 
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